
１ 職員の任免及び職員数に関する事項 

（１）職員の採用・退職の状況（平成 30年度）   

区分 採用 退職 

一般事務 － 1人 

消防関係 10人 14人 

再任用 1人 3人 

計 11人 18人 

 （注）県等他団体との人事交流職員を除きます。 

 

（２）部門別職員数の状況                  （単位：人、各年 4月 1日現在） 

区 分 

部 門 

職員数 対前年 

増減数 
主な増減理由 

平成 29年 平成 30年 

一般 

行政 

部門 

総務企画 

民  生 

衛  生 

8 

3 

13 

8 

3 

11 

- 

- 

△2 

 

 

 

小  計 
24 

(0) 

22 

(2) 

△2  

(2) 
 

消 防 関 係 
312 

(11) 

310 

(9) 

△2 

(△2) 
 

合  計 
336 

(11) 

332 

(11) 

△4 

 (-) 

 

 （注）１ 「職員数」は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを

含み、臨時又は非常勤職員を除いています。 

 ２ （  ）内は、再任用短時間勤務職員で外数です。 

 

２ 職員の人事評価の状況   （平成 30年度） 
回数 2回 

時期 1月、3月 

対象人数 330人 

 

３ 職員の給与に関する事項 

（１）職員給与費の状況（一般会計予算） 

区 分 
職員数 

Ａ 

給  与  費 １人当たり 

給与費 

（Ｂ／Ａ） 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

一般事務 
21人 

(2) 

千円 

93,073 

千円 

14,713 

千円 

36,602 

千円 

144,388 

千円 

6,278 

消防関係 
310人 

(10) 

千円 

1,059,420 

千円 

321,582 

千円 

411,548 

千円 

1,792,550 

千円 

5,602 

合  計 
331人 

(12) 

千円 

1,152,493 

千円 

336,295 

千円 

448,150 

千円 

1,936,938 

千円 

5,647 

（注）１ 「職員手当」には退職手当を含みません。 

２ 「職員数」及び「給与費」は平成 30年度当初予算に計上された額です。 

３ 「職員数」の（ ）内は、再任用短時間勤務職員で外数です。 

４ 「給与費」及び「１人当たり給与費」には再任用短時間勤務職員分を含んでいます。 

 

（２）職員の平均給料月額及び平均年齢の状況  (平成 30年 4月 1日現在) 

区 分 平均給料月額 平均年齢 

一般事務 349,865円 47.63歳 

消防関係 278,786円 36.58歳 

 



（３）職員の初任給、経験年数別・学歴別平均給料月額の状況   (平成 30年 4月 1日現在) 

区 分 初任給 
経験年数 

10年 15年 20年 

一般行政職 
大学卒 180,700円 272,541円 325,756円 356,243円 

高校卒 148,600円 238,782円 297,230円 345,352円 

（注）「経験年数」とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は採用後の年数で、採用前 

に民間の職歴等がある場合にはその期間を換算した年数を加算したものです。 

 

（４）一般行政職の級別職員数の状況             (平成 30年 4月 1日現在) 

区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 計 

標準的な 

職務内容 

主 事 

技 師 

主 事 

技 師 
主 任 係 長 課長補佐 課 長 次 長 部 長  

職員数 
98 人 

 

1 人 

 

92 人 

(10) 

105人 

 

21 人 

（1） 

11 人 

 

2 人 

 

2 人 

 

332人 

(11) 

構成比 
29.5％ 

 

0.3％ 

 

27.7％ 

(90.9) 

31.7％ 

 

6.3％ 

（9.1） 

3.3％ 

 

0.6％ 

 

0.6％ 

 

100.0％ 

(100.0) 

参 

 

考 

１年前 

構成比 

30.3％ 

 

0.3％ 

 

28.6％ 

(90.9) 

30.3％ 

 

6.0％ 

（9.1） 

3.0％ 

 

0.9％ 

 

0.6％ 

 

100.0％

(100.0) 

５年前 

構成比 
25.1％ 6.3％ 27.2％ 30.5％ 6.3％ 2.5％ 1.5％ 0.6％ 100.0％ 

（注）１ 「職員数」とは、鳥取県東部広域行政管理組合職員の給与等に関する条例に基づく給料表の級区分

による職員数です。 

    ２ 「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。 

３ 「職員数」の（  ）内は、再任用短時間勤務職員で外数です。 

 

（５）職員手当の状況 

区

分 
内  容 支給実績 

扶

養

手

当 

扶養親族のある職員に支給されます。 

 
 

区  分 月 額 

配偶者 6,500 円 

子 10,000円 

配偶者及び子以外の扶養親族 6,500 円 

満 16歳の年度始めから満 22 歳の年度末までの子

１人の加算額 
5,000 円 

（平成 30年 4月の支給実績） 

支給総額 
支給 

職員数 

支給職員 

１人当たり 

平均支給額 

千円 

3,869 

人 

181 

円 

21,400 
 

住

居

手

当 

住宅を借りて月額 12,000 円を超える家賃を支払っている職員に支給

されます。 

〇借家、借間居住者 

  家賃月額 23,000円以下の場合 家賃月額－12,000 円 

  家賃月額 23,000円を超える場合 

    （家賃月額－23,000 円） ＋11,000 円 

          ２ 

 ※最高支給限度額 27,000 円 

（平成 30年 4月の支給実績） 

支給総額 
支給 

職員数 

支給職員 

１人当たり 

平均支給額 

千円 

1,347 

人 

53 

円 

25,400 
 

地

域

手

当 

主に民間賃金の高い地域に勤務する職員に支給されます。 

 

(給料＋管理職手当＋扶養手当)の月額×勤務地に応じた支給割合 

（平成 30年 4月の支給実績） 

支給総額 
支給 

職員数 

支給職員 

１人当たり 

平均支給額 

千円 

73 

人 

1 

円 

72,880 
 



単

身

赴

任

手

当 

異動等に伴って住居を移転し、同居していた配偶者と別居して、単

身で生活することとなった職員に支給されます。 

 

30,000 円＋職員の住居と配偶者の住居との間の交通距離による加算

額（8,000～70,000 円） 

（平成 30年 4月の支給実績） 

支給総額 
支給 

職員数 

支給職員 

１人当たり 

平均支給額 

千円 

62 

人 

1 

円 

62,000 
 

通

勤

手

当 

交通機関等を利用し、又は自動車等を使用して通勤している職員

（通勤距離が片道２km 以上）に支給されます。 

〇交通機関等利用者 

定期券等の価格により１月当たり 55,000円まで全額支給 

〇自動車等の交通用具使用者 

片道の距離 月額 

２km以上５㎞未満 2,000 円 

５㎞以上 10 ㎞未満 4,200 円 

10 ㎞以上 15 ㎞未満 7,100 円 

15 ㎞以上 20 ㎞未満 10,000円 

20 ㎞以上 25 ㎞未満 12,900円 

25 ㎞以上 30 ㎞未満 15,800円 

30 ㎞以上 35 ㎞未満 18,700円 

35 ㎞以上 40 ㎞未満 21,600円 

40 ㎞以上 45 ㎞未満 24,400円 

45 ㎞以上 50 ㎞未満 26,200円 

50 ㎞以上 55 ㎞未満 28,000円 

55 ㎞以上 60 ㎞未満 29,800円 

60 ㎞以上 31,600円 
 

（平成 30年 4月の支給実績） 

支給総額 
支給 

職員数 

支給職員 

１人当たり 

平均支給額 

千円 

2,309 

人 

293 

円 

7,900 
 

管

理

職

手

当 

管理又は監督の地位にある職員に支給されます。 

区 分 月 額 

１種（部長級）   93,500円 

２種（次長級）   75,400円 

３種（次長級）   71,000円 

４種（課長級）   65,500円 

５種（課長級）   57,300円 

６種（課長補佐級）   50,900円 

７種（課長補佐級）   43,100円 
 

（平成 30年 4月の支給実績） 

支給総額 
支給 

職員数 

支給職員 

１人当たり 

平均支給額 

千円 

2,064 

人 

35 

円 

59,000 
 

特

殊

勤

務

手

当 

著しく危険、不快、不健康又は困難な勤務に従事した職員に支給さ

れます。 

手当の名称 支給額 

用地交渉等手当 日額 1,000円 

特殊現場作業手当  

処理槽内部の清掃、点検、検査作業 日額 750円 

特殊車両運転作業 日額 300円 

消防職員特殊勤務手当  

災害防除・潜水業務手当 1 回 700円 

救急救命士手当 1 回 700円 

救急救助手当 1 回 300円 

緊急出動公用車運転手当（大型車） 1 回 200円 

緊急出動公用車運転手当（普通車） 1 回 100円 

夜間特殊業務手当 1 回 200円 
 

（平成 30年 4月の支給実績） 

支給総額 
支給 

職員数 

支給職員 

１人当たり 

平均支給額 

千円 

2,154 

人 

265 

円 

8,100 
 



時

間

外

勤

務

手

当 

正規の勤務時間を越えて勤務した職員に支給されます。 

 

 

 

 

 

（平成 30年 4月の支給実績） 

支給総額 
支給 

職員数 

支給職員 

１人当たり 

平均支給額 

千円 

3,549 

人 

236 

円 

15,000 
 

休

日

勤

務

手

当 

休日等（国民の祝日及び年末年始の休日）において、正規の勤務時

間中に勤務した職員に支給されます。 

 

 

 

 

（平成 30年 4月の支給実績） 

支給総額 
支給 

職員数 

支給職員 

１人当たり 

平均支給額 

千円 

3,203 

人 

169 

円 

19,000 
 

夜

間

勤

務

手

当 

正規の勤務時間として深夜（午後１０時～翌朝５時）に勤務した職

員に支給されます。 

 

 

 

（平成 30年 4月の支給実績） 

支給総額 
支給 

職員数 

支給職員 

１人当たり 

平均支給額 

千円 

1,523 

人 

245 

円 

6,200 
 

管

理

職

員

特

別

勤

務

手

当 

臨時又は緊急その他の公務の必要により、土・日曜日、休日等に勤

務した管理職員に支給されます。（管理職員には時間外勤務手当等

は支給されません。） 

〇勤務１回につき 

区 分 月 額 

１種（部長級） 10,000円 

２種（次長級）～ 

５種（課長級） 
9,000 円 

６種（課長補佐級）～ 

７種（課長補佐級） 
8,000 円 

（勤務時間が 7 時間 45 分を越える場合は、×150/100 を乗じた額が

支給されます。） 

（平成 30年 4月の支給実績） 

支給総額 
支給 

職員数 

支給職員 

１人当たり 

平均支給額 

千円 

－ 

人 

 － 

円 

－ 
 

期

末

・

勤

勉

手

当 

（平成 30年度の支給割合） 

区 分 
課長級以下 次長級以上 

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 

６月期 1.225 月分 0.90月分 1.025 月分 1.10月分 

12 月期 1.375 月分 0.95月分 1.175 月分 1.15月分 

計 2.6 月分 1.85月分 2.2 月分 2.25月分 

職制上の段階、職務の級等による加算措置   有 

（平成 30年 6月期の支給実績） 

支給総額 
支給 

職員数 

支給職員 

１人当たり 

平均支給額 

千円 

217,989 

人 

342 

円 

637,395 
 

退

職

手

当 

退職時の給料月額に勤続年数に応じた支給率を乗じて支給されま

す。 

（平成 30年 4月１日現在） 

支給率 自己都合 勧奨・定年 

勤続 20年 19.6695月分 24.586875月分 

勤続 25年 28.0395月分 33.27075  月分 

勤続 35年 39.7575月分 47.709   月分 

最高限度額 47.709 月分 47.709   月分 

〇その他の加算措置  

・定年前早期退職特例措置（2～45％加算） 

 ・在職期間中の公務貢献度に応じた調整額 

（平成 30年度の支給実績） 

支給総額 
支給 

職員数 

支給職員 

１人当たり 

平均支給額 

千円 

259,175 

人 

15 

千円 

17,278 
 

災

害

派

遣

手

当 

災害応急対策又は災害復旧のため、他の地方公共団体等から職員の

派遣等を受けた場合に、派遣された職員に対して支給されます。 

 

 



（６）特別職の報酬の状況（平成 30年 4月 1日現在） 

職 名 報酬年額 職 名 報酬年額 

議 長 45,000円 管理者 70,000円 

副議長 40,000円 副管理者 48,000円 

議 員 35,000円  

 

４ 職員の勤務時間その他勤務条件に関する事項 

（１）職員の勤務時間 

   通常勤務者（消防の毎日勤務者を含む。） 

１週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

38時間 45分 8：30 17：15 12：00～13：00 

隔日勤務者（消防） 

１週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

38時間 45分 8：30 
8：30 

（翌日） 
1時間ずつ 2回 

 

（２）年次有給休暇の取得状況（平成 30年） 

区  分 
総付与日数 

（a） 

総取得日数 

（b） 

全対象 

職員数 

（c） 

平均取得 

日数 

(b)／(c) 

消化率 

(b)／(a) 

一般事務 817日 244.0日 21人 11.6日 29.9％ 

消

防

関

係 

毎日勤務者 1,480日 270.5日 37人 7.3日 18.3％ 

隔日勤務者 10,328日 2,366.2日 260人 9.1日 22.9％ 

（注）１ 「全対象職員数」とは、平成 30 年１月１日から平成 30年 12月 31日までの全期間を在職した職員に

限り、当該期間の中途に採用された者及び退職した者並びに当該期間中に育児休業、休職の事由が

ある職員並びに派遣職員を除きます。 

    ２ 「総付与日数」とは、平成 30 年１月１日現在において各職員に付与された日数（前年からの繰越分

を含む。）を全対象職員にわたって合計したものです。 

 

５ 職員の休業に関する状況（平成 30年度） 

区分 男性 女性 

新たに育児休業を取得した者 － 1 

前年度から引き続いている者 － － 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分に関する事項 

（１）分限処分者数（平成 30年度）              （単位：人） 

処分の種類 

処分事由 
降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績がよくない場合 － － － － － 

心身の故障の場合 － －  1 －  1 

職に必要な的確性を欠く場合 － － － － － 

職制、定数の改廃、予算の減少に

より廃職、過員を生じた場合 
－ － － － － 



処分の種類 

処分事由 
降任 免職 休職 降給 合計 

刑事事件に関し起訴された場合 － － － － － 

 

（２）懲戒処分者数等（平成 30年度）                   （単位：人） 

処分の種類 

処分事由 
戒告 減給 停職 免職 合計 訓告等 

法令に違反した場合 － －  1 －  1 － 

職務上の義務に違反し又は職務

を怠った場合 
－ － － － － － 

全体の奉仕者たるにふさわしく

ない非行のあった場合 
－ － － － － － 

 

７ 職員の服務に関する事項                  （単位：件） 

営利企業等の従事の内容 許可件数 

営利を目的とする会社、その他の団体の役員、顧問、評議員及び当該

会社、団体の重要方針決定に参画する上級職員の地位を兼ねる場合 
－ 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 － 

報酬を得て事業又は事務に従事する場合 － 

 

８ 職員の退職管理の状況 

＜公表の対象＞ 

  平成 29 年 4 月 1 日から平成 31年 3月 31日までの間に退職した者のうち、課長級以上の職にあった職

員で再就職の届出があった者 

区 分 
再就職の届出

があった者 

再就職先 

民間企業 国・地方公共団体 
公共的団体等

（注） 

課長級以上の職

にあった職員 
1人 0人 0人 1人 

 （注） 「公共的団体等」とは、民間企業以外の公益法人や社会福祉法人等をいいます。 

 

９ 職員の研修に関する事項                     （平成 30年度） 

 

研修区分 研修回数 参加者数等 備考 

人権研修 

全職員 10 回 232人  

管理職員 - -  

その他 14 回 55 人  

階層別研修 4 回 5 人 鳥取県職員人材開発センター 

能力開発・向上研修等 12 回 16 人 
鳥取県職員人材開発センター

及び外部研修 

消防大学校（警防科、救助科、指揮隊長コース、） 3 回 3 人  

救急救命士研修所（指導救命士養成研修含む） 4 回 6 人  

鳥取県消防学校（救急科等） 10 回 53 人  

潜水技術研修 1 回 1 人  



 

１０ 職員の福祉及び利益の保護に関する事項 

（１）健康診断の状況（平成 30年度） 

健康診断の種類 受診者数（延人数） 健康診断の種類 受診者数（延人数） 

春季健康診断 257人 石綿健康診断 329人 

定期健康診断 200人 高気圧作業健康診断 56人 

人間ドック 147人 寄生虫検査 11人 

肝炎検査 322人   

 

（２）福利厚生事業の状況（平成 30年度） 

  ①（財）鳥取県市町村職員互助会 

   ア 主な事業内容 

給付事業 出産祝金、結婚祝金、弔慰金、入学（就職）祝金、退会せん別金 

福祉事業 宿泊保養施設利用助成、インフルエンザ予防接種助成等 

貸付事業 普通貸付、住宅貸付等 

イ 負担金の率等 

  負 担 率 負担割合 

給料に係る率 期末手当等に係る率 

職員：東部広域＝１：

１ 
職員掛金 2.00/1,000 2.00/1,000 

東部広域負担金 2.00/1,000 2.00/1,000 

 

②鳥取市職員互助会 

   ア 主な事業内容 

給付事業 結婚祝金、入学祝金、弔慰金、傷病見舞金、勤続祝金、退会記念品料等 

貸付事業 厚生資金貸付、制度融資（一般・住宅） 

そ の 他 福利厚生施設（職員会館）及び売店の運営、生命保険等の団体取扱い等 

イ 負担金の率等 

 負担率（給料に係る率） 負担割合 

職員掛金 1.5/1,000 
職員：東部広域＝１：１ 

東部広域負担金 1.5/1,000 

ウ 負担金額 

東部広域負担金決算額  2,688千円 

 

（３）公務災害補償の認定状況（平成 30年度） 

区  分 認定件数 

公務災害 1件 

通勤災害 － 

 

（４）勤務条件に関する措置の要求の状況（平成 30年度） 

継続件数 措置要求件数 

なし なし 

 

（５）不利益処分に関する不服申立の状況（平成 30年度） 

継続件数 不服申立件数 

なし なし 

 


